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今
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オ
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ロ
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接種の予約
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土
岐
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ル
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ン
タ
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で
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を
受

け
付
け
て
い
ま
す
。

▼
３
、
４
回
目
接
種

個
別
の
医
療
機
関
で
接
種
の
予
約
を
受
け
付
け

て
い
ま
す
。

※
い
ず
れ
の
場
合
も
、
接
種
券
が
必
要
で
す
。

※
新
型
コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ
ン
の
接
種
券
は
、
原
則
住

民
票
の
住
所
に
送
付
し
ま
す
が
、
や
む
を
得
な
い

事
情
（
成
年
後
見
人
制
度
利
用
者
・
Ｄ
Ｖ
被
害
の

た
め
避
難
し
て
い
る
方
な
ど
）
で
、
送
付
先
の
変

更
を
希
望
す
る
場
合
は
、
申
請
を
す
る
こ
と
で
変

更
で
き
ま
す
。
詳
し
く
は
、
保
健
セ
ン
タ
ー
（
☎

55
２
０
１
０
）
へ
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

（
申
請
書
類
や
必
要
書
類
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
）
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※
こ
の
情
報
は
、
令
和
４
年
９
月
1
日
現
在
の
も
の
で
す
。

変
更
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
の
で
、
ご
了
承
く
だ
さ
い
。
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らせ

中小企業の経営者・勤労者などの皆さんへ
各種融資・補助制度をご利用ください

■小口融資制度
中小企業の経営安定を図るため、信用保証協会の保

証を活用した融資制度です。
対象　市内で１年以上引き続き同一事業所を営む、従

業員20人以下の事業所（商業・サービス業につ
いては５人以下）

融資額　2,000万円以内
資金用途　運転資金、軽易な設備資金
返済期間　120カ月以内
利率　年0.8％（ほかに保証料0.5～2.2％が必要）　※既

借入などによっては、融資が受けられない場合
もあります

・ 　市内の銀行・信用金庫の各支店または産業振
興課（内線322）

■小口融資等信用保証料助成制度
対象　各小口融資制度（①市小口②県小口③全国小口）

を利用した方
助成額　融資実行の際に支払った信用保証料の額（上

限50万円、100円未満切り捨て）

■勤労者向け住宅資金・生活安定資金融資制度
　市内の勤労者の生活改善と福祉向上を図るためのも
ので、東海労働金庫と提携した融資制度です。
対象　いずれも市内に１年以上居住し、かつ同一事業

所に１年以上勤務する満20歳以上の方（返済期
日満了時に満75歳以下の方）

▷住宅資金融資制度
内容　１世帯１物件で、2,000万円以下（返済は35

年以内）　※金融機関からの融資の状況によって
本制度を利用できないことがあります

▷生活安定資金制度
内容　１世帯200万円以内（返済は15年以内）　※自家

用車取得や養育費など具体的な計画が必要です
・ 　東海労働金庫可児支店（☎0120　―　60　―　8623）

 　産業振興課（内線322）

■小規模事業者経営改善資金（マル経）利子補給制度
対象　日本政策金融公庫のマル経融資を利用した方
助成額　約定利息の１～12回目までに支払った利子
の全額（100円未満切り捨て）

■創業者支援補助制度
対象　市内で創業する方（創業後間もない方も含む）で、

認定特定創業支援等事業（※）を受講した方
※認定特定創業支援等事業　…　土岐商工会議所などが
実施する創業関連セミナーなど、「経営、財務、人材
育成、販路開拓」の４項目の知識を習得できる事業

▷創業者利子補給
対象　市小口融資、日本政策金融公庫の創業関係融資

を受けて創業した方
補助額　利子の0.8％分（年間限度額100万円）
補助期間　返済期間全体の３分の１、最長３年間

▷創業者家賃補助
対象　店舗などを賃貸し創業した方
補助額　月額家賃の30％×12月分（年間限度額100万

円）
補助期間　最長３年間

▷創業者店舗賃貸借促進補助
対象　創業者へ店舗・土地を貸与する方（所有者とは

異なる場合があります）
補助額　対象店舗の固定資産税（都市計画税を含む）相

当額の２分の１以内
補助期間　最長３年間

▷創業者出店補助
対象　家屋・土地を自ら取得して出店する方
補助額　対象店舗の固定資産税（都市計画税を含む）相

当額の２分の１以内
補助期間　最長３年間（新築５年間）




